市道西今在家篠坂１号線西今在家橋修繕工事（補助）
工事技術資料等作成要領
令和８年１０月２６日付け鳥取市公告（以下「公告」という。）に基づき、標記工事の公募型指名競争入札に係る技術資料及び入札参加資格確認書類（以下「技術資料等」という。）の作成と提出をするにあたり、公告に記載されていない事項については、この技術資料等作成要領によるものとする。

１　技術資料等の作成及び提出
（１）技術資料等の提出期間等
　　本件入札に参加を希望する企業は、次のとおり技術資料等を提出するものとする。

ア　提出期間及び時間
（ア）郵送の場合
　　公告の日から令和８年１１月５日（木）までの日（必着）
（イ）持参の場合
公告の日から令和８年１１月５日（木）まで（鳥取市の休日を定める条例（平成元年鳥取市条例第２号）第１条第１項に規定する鳥取市の休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前８時３０分から午後５時１５分まで

イ  提出場所

〒６８０－８５７１
鳥取市幸町７１番地
鳥取市都市整備部道路課（鳥取市役所本庁舎５階）
問合せ先電話　０８５７－３０－８３５３
ウ  提出方法

１部を郵送（一般書留、簡易書留又は特定記録郵便のいずれかに限る。）又は持参すること。
エ  技術資料等作成の問合せ先
イの提出場所に同じ。
（２）技術資料等の内容
　　ア　提出する技術資料等は下記の内容で作成する。

　　（ア）入札参加資格確認申請書　　　　　　　　　（様式第１－１号）

　　（イ）公募型指名競争入札技術資料　　　　　　　（様式第１－２号）
　　（ウ）資本関係又は人的関係のある業者報告　　　（様式第２号）

　  （エ）同種工事の施工実績　　　　　　　　　　　（様式第３号）

　　（オ）主任技術者の資格　　　　　　　　　　　　（様式第４号）
　  イ　技術資料等作成に関する留意事項

　　　　　技術資料等は（３）の技術資料等の記入要領に基づき作成することとし、Ａ４横書き左縦綴じで工事名及び企業名を明記し、ファイルに綴じること。
（３）技術資料等の記入要領

　　ア　同種工事の施工実績（様式第３号）
（ア）過去１０年間に、国、地方公共団体、地方公社、地方独立行政法人又は公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第２条第１項に規定する特殊法人等が発注した「ひび割れ注入工による橋梁修繕工事もしくはコンクリート構造物修繕工事」（ひび割れ注入工の総施工延長が５０ｍ未満の場合を除く。）の同種工事を元請（共同企業体として受注した場合にあっては、当該共同企業体の構成員としての出資比率が２０パーセント以上の場合に限るものとする。）として施工した実績を記載すること。

（イ）同種工事の実績について、建設工事発注証明書を添付すること。添付できない場合は、請負契約書の写し並びに当該工事の受注形態及び工事概要が確認できる資料を添付すること。ただし、一般財団法人日本建設情報総合センターが運営する「ＣＯＲＩＮＳ」に登録し、その内容が確実に判断できる場合は、竣工登録工事カルテの受領書の写しを提出することで替えることができる。
（ウ）共同企業体として施工した工事については、協定書の写しを添付すること。

イ　主任技術者の資格（様式第４号）

（ア）主任技術者については、配置予定技術者２名を限度に記載し、その者の資格（一級土木施工管理技士、二級土木施工管理技士（土木））について、記載すること。
（イ）配置予定技術者の継続雇用期間及び資格について、直接的かつ恒常的な雇用関係（３か月以上の継続雇用）が確認できる書類及び当該資格者証、合格証明書又は免許証等の写しを添付すること。
　　（４）提出部数

　　　　技術資料等の提出部数は１部とする。
２　技術資料等の審査
	評価項目
	評　価　の　着　目　点

	施工実績
	過去１０年間の同種工事の実績

	技術者評価
	配置予定技術者の資格、手持ち技術者の状況


提出された技術資料等を基に審査し、競争入札参加者を指名するものとする。
３　その他実施上の留意事項

（１）技術資料等の提出は、入札参加の意向を確認するためであり、それにより指名を保証するものではない。

（２）落札者は、配置予定の技術者を本件工事の現場に配置すること。

（３）入札参加希望者の中から指名競争入札参加者を指名し、指名業者に通知する。なお、指名しなかったものに対して、指名しなかった旨及び指名しなかった理由（以下「非指名理由」という）を書面又は電子入札システムにより通知する。

（４）指名しなかった旨の通知を受けたものは、通知をした日の翌日から起算して５日（休日等を除く。）以内に、書面（様式は自由）を持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。）することにより、非指名理由についての説明を求めることができる。

（５）非指名理由についての説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日（休日等を除く。）以内に書面により回答することとする。

（６）技術資料等の作成と提出に要する費用は、提出者の負担とする。

（７）技術資料等その他提出された書類は返却しない。

（８）提出された技術資料等は提出した者に無断で本件入札以外の用途には使用しない。ただし、本契約完了後において、透明性を確保するため公表することがある。

（９）技術資料等に虚偽の記載をした者は、入札参加資格がないものとする。
